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１．緒言
　自然災害の多い新潟県では，地震，火山，洪水，土砂崩れ，大雪など，さまざまな種類の災害に
見舞われてきている．これらの災害に対して，地域住民の生命・財産を守るために堤防やダムなど
の様々なハードウェアが整備される一方，防災や減災，さらには避災のための情報提供を目的とし
た情報系のインフラも整備されてきている．しかし，これらの情報インフラは，所管する省庁等が
多岐にわたり，整備主体が，国，都道府県，市区町村，研究機関など，幾層にも多重化しているこ
となどから，多種多様なシステムが乱立し，結果としてその情報インフラから提供される情報には
必ずしも統一性があるとはいえない．このため，自然災害から自らの生命や財産を守ろうとするとき，
地域の住民が，必要なときに，必要な情報を，利用しやすい形で入手できているかどうかについて
は課題が多いものと考えられる．
　実際に，新潟県加茂市では，同報無線システム導入の遅れ，デジタル無線化の遅れが既に指摘さ
れており，その対策は急務である．著者らはこれまでに，自治体の情報化と市民の情報リテラシー
教育について研究し，加茂市の情報システムと防災情報について報告している．東川らは，これま
でに実施されている自治体の情報化に関する調査や事例研究を分析して，日本に適した自治体の情
報化，特に自治体内部の情報化である庁内情報化に着目して情報化に関するキーファクターを抽出し，
先行研究を参考としながら準備，組織，BPR，評価，創出の５段階からなる成熟度の段階を提案した．
そして，提案モデルの妥当性の検証と改良の手がかりとして，「電子自治体進展度アンケート調査」
における設問ごとの達成率によって調査項目の分類を行い，情報化の実態と先進自治体が備えてい
る特徴的な取り組みを明らかにした．
　先行研究として，兵庫県立大学の有馬らは，防災・減災を目的とした情報インフラの整備と情報
提供の現状と課題について調査し，年齢を問わず情報提供が可能な防災無線の配備について指摘し
ている．また，松野らは防災・減災を目的とした情報インフラの整備と情報提供の現状と課題を研
究し，防災・減災を目的とした情報インフラの整備と情報提供の現状と課題について述べている．
　現代社会において，市民の危機発生時の避難情報や災害情報，安否情報などが，電話や公報，ラジオ，
テレビ放送などよる情報発信に用いられてきたが，近年急速に普及してきた携帯電話端末などによって，
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情報の伝達手段が豊富になっている．少子高齢化が進みお年寄りの住む地域も増えてきているなか，
広く一般市民に対しての情報リテラシーの教育の必要性が高まっている．その結果，人手不足によ
るお年寄りや集落に住む人に対しての情報伝達手段の不足が問題視されている．
　東日本大震災を経て，必要な情報を確実に届けるという情報伝達技術は進化してきている．しかし，
技術が進化したとして全ての市民に伝わっているかどうかと言われれば発展途上である．現に全国
瞬時警報システム（J-ALERT）は受信機がなければ警報が鳴ることはなく，受信機があったとして
も対象範囲でなければ鳴らないのである．消防庁からの情報伝達を配信する際，情報の種類を識別
する情報番号と対象地域コード情報を一緒に送信することにより，放送内容の自動選択および防災
行政無線・有線放送を自動起動させる地方公共団体のフィルタリングが可能となっている．このフィ
ルタリング機能により，防災行政無線・有線放送が自動起動するのは原則として気象災害等の対象
地域のみとなるが，武力攻撃に関する情報（弾道ミサイル情報，航空攻撃情報，ゲリラ・特攻部隊
情報，大規模テロ情報）についてはその特殊性と拡大可能性の大きさから攻撃対象地域以外の地域
についても「通知・伝達地域」および「参考情報地域」として防災行政無線が自動的に起動するよ
うになっている１）２）．緊急速報メールを元にメールは発信されており，多くの携帯電話が対応して
いるが，対応していない機種もある．また対応機種であっても，一部の機種では携帯電話利用者側
において受信設定が必要となる場合がある３）．
　本研究では，防災情報拠点の新たな可能性として，寺院に注目した．昔からある建物である寺院
を情報伝達の拠点として活用することで，情報インフラが未整備でも，速やかかつ広範囲に危険情
報を知らせることができるのではないかと考えた．東日本大震災をきっかけとして地域コミュニティ
の在り方が見直されている．寺院はその宗教的な役割に留まらず，災害時の避難場所になると同時に，
日常的な防災情報源として認知されれば，地域防災コミュニティの新たな形としての可能性が示さ
れるのではないかと考えた．
　防災の観点から，寺院の堀はいざという時に防火用水として役立つ設備であった．「寺院は昔から
地域の中でコミュニティの拠点として，環境や防災のために役立ってきた．社会全体のもっと開か
れたものにしていかなくては」とも述べられている４）．目黒区危機管理室防災課では，寺院と共同
で防災訓練を2013年１月に行っている．目黒区が協定を結んでいるほとんどが学校であり，中学校
高校では学校の行事との兼ね合いもあり定期的な訓練は難しい．一方寺院では，友引の日であれば
比較的施設を使わせてもらえるため定期的な訓練も可能ではないかと考えられている．やり方によっ
ては，夜間に震災が発生したという想定で，寺院の中で投光器を設置し，夜間訓練もできるのでは
ないかと言われている５）．
　しかしこれらの研究では，情報を伝達するためのメディアの在り方を提示，寺院のコミュニティ
拠点としてや防災訓練のことを示唆しているため，必要とされている情報リテラシーや，情報伝達
の手段としての活用方法が提示されていない．
　そこで本研究では，地域防災ネットワークの情報化と情報リテラシーに関する研究として，寺院
の協力の基，地域の住民や地域の若者の視点や意見を調査し，新たな防災情報コミュニティおよび
－  53  －
地域防災情報システムに関する研究
システムの提案を検討する．
２．研究方法
　本研究では，これまでの研究から明らかとなった諸問題への取り組みとして，今後必要とされる
防災情報の発信とそれを受け取る市民の情報リテラシーについて知見を得ることを目的とした．そ
こで，ソーシャルメディアの利用傾向と安全のための情報伝達の手段，防災拠点としての寺院の活
用方について実態調査，統計調査，文献調査により報告し，その結果について考察した．
３．結果
３-１　既存の情報伝達手段
　防災拠点とは，国土交通省の定義では避難地の収容機能のほか，物資備蓄機能，応急救護機能，
情報収集伝達機能等がある設備のことを指す６）．本研究では，寺院が“防災情報源”として，大き
な役割を担っており，官公署に次ぐ新たな防災情報源であると仮定する．
　その理由の一つとして，地域からの信頼性の高さがあげられる．本報では，もしも小阿賀野川の
氾濫が起きたらという事例を挙げているが，実際に2013年，法傳寺から200ｍ地点を流れる小阿賀野
川の水位上昇が起こった．その際，消防のサイレンではどのように行動を取ったら良いのか分からず，
住民は困惑したが，法傳寺が半鐘を連打したところ，住民は落ち着いて避難を始めたとの法傳寺の
住職の方からの証言がある．
　寺院には学校のような収容力や，災害対策設備が特別整っているわけではない．全国各地には，
広い御堂があり，災害時に人員の受け入れ態勢が整っている寺院もあるが，法傳寺においては確認
されなかった．
　法傳寺で着目されるべきは，半鐘が現在も使われているという点である．全国の寺院でも，半鐘
が現在も使われている所は極めて稀である．この他にも，阿賀野市の頼勝寺，秋葉区の蓮徳寺を訪
問したが，頼勝寺の住職の方からは，「半鐘は全国的に撤去が進んでいる」とお話を頂き，蓮徳寺の
住職の方からは，「自営消防団が存在した時代は，警鐘として半鐘が存在していたが，消防署が近く
にある今は必要がなく，防火水槽が残るのみ．」とお話を頂いた．この２つのケースが全国的に多い７）．
　国は，国民の生命，身体を保護するため緊急の必要があるときは，警報を発令し，直ちに都道府
県知事等に通知する．また，住民の避難が必要な時は都道府県知事に対し，住民の避難措置を講ず
るよう指示する．これを受け，都道府県知事は，警報の通知や避難の指示に行い，市町村の住民広
報を通じて住民に情報が伝達される．このため，国民保護のための情報伝達手段については防災無線，
衛星通信など複数の経路を確保することとしている８）．J-ALERTのシステムとして消防庁に情報が
伝達され，音声情報，消防防災無線に分けられる．音声情報の場合，受信機のエリアに情報を発信，
自動音声で市民全体に伝えられる．消防防災無線の場合，都道府県防災無線を通して市町村等に発信，
伝達される．
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　災害時には，情報が錯綜し，人々がパニック状態におちいることも少なくない．人々にとって，
このような混乱を回避し，身体や財産の安全を守るためには，災害の規模や場所，状況などの情報
をいち早く正確に知ることが重要となる．人命に関わる通信を確保するために整備された専用の無
線通信システムが防災無線である．公衆通信網の途絶・商用電源の停電の場合にも使用可能なよう
に整備されている．自治体は地域住民の安全を守るために常に防災情報を迅速かつ正確に伝えるこ
とが求められる．今後，日本の防災無線は有事や大規模災害に備え，防災無線のデジタル化を推進し，
全国瞬時警報システムとして整備されることが求められる．
　奈良県宇陀市の防災行政無線システム整備事業によると，2015年の費用は，同報系の予算が約
336,726千円，移動系の予算が約244,175千円となっている．その他の事業コストは以下の表のように
なっている９）．
事業のコスト 平成25年度（実績） 平成26年度（見込）
決算額または決算見込み額（千円） 5,108 299,818
従事職員数【人】 1.50 2.00
　人件費（人工×8,000千円） 12,000 16,000
　総事業費:人件費含む（千円） 17,108 315,818
　活動指標名 進歩率
　活動指標の算式 執行済事業費／総事業費
　活動指標の実績 0.43 単位 % 23.68 単位 %
　単位当たりコスト（円） 39,786,047 13,336,909
３-２　全国・新潟県における過去10年間の寺院数と消防組織数の推移
　次に，寺院の地域防災コミュニティとしての可能性を検討するために，近年の新潟県の寺院の数，
既存の防災コミュニティのひとつである地域消防団数の推移について調査した．
　新潟県における寺院数の推移は，減少傾向にあるが，平成28年における宗教団体での数は増加し
ている．
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　全国における寺院の推移は，横ばい傾向にある．宗教法人でみると年々減少傾向である．
　新潟県における消防組織の推移は，消防署数・出張所数はほぼ横ばいとなっている．出張所の数
だけ見ると減少傾向にある10）．
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　消防団・分団・団員数の推移は，消防分団・消防団員数は共に減少傾向にある．特に消防団員は
平成27年に比べ約1,000人減少している．
　全国の消防署・出張所数の推移はほぼ横ばいになっているが，出張所の数を見ると減少傾向にある．
 
過去10年間の新潟県の消防団・分団・団員数の推移
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　全国の消防団・消防分団・消防団員の推移は，消防団員数の減少が見られるが，消防団・消防分
団は横ばいとなっている11）．
３-３　防災情報源としての寺院の可能性について
３-３-１　近年の寺院の防災への利用状況について
　地域と寺院の関係を調査するため，日本で最も寺院が集まっていると考えられる京都市を調査地
として選んだ．さらに，地域との寺院の関係が濃いであろうと思われる京都市郊外の山間部を調査
した．それらは，大原地区，鞍馬地区，高雄地区，奥嵯峨（化野）地区，大原野・善峯地区，長岡
京地区の６地区であった．本研究では，平成28年８月23日から８月25日までの３日間で，20か寺を
訪問した．調査の対象は，梵鐘等の有る比較的大規模な寺院とした．聞取りの相手は，住職，庫裡・
坊守（住職不在の場合の家族），寺務所の責任者等であった．また，可能な限り，梵鐘の形（写真）
と大きさ（測定）を記録した．
（１）調査対象寺院一覧表
８月23日（火）
（大原）三千院，実光院，勝林院，浄蓮華院，来迎院，寂光院，桂徳院
（鞍馬）鞍馬寺
８月24日（水）
（高雄）高山寺，西明寺，神護寺
（奥嵯峨）愛宕念仏寺，あだし野念仏寺，清凉寺
８月25日（木）
（大原野）正法寺，勝持寺，願徳寺
（善峯）善峯寺
（長岡京）光明寺，乙訓寺
過去10年間の全国の消防団・分団・団員数の推移
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（２）調査対象寺院の梵鐘（太字は梵鐘有）
三千院（鐘無），実光院（鐘無），勝林院，浄蓮華院（閉門），来迎院，寂光院，桂徳院（鐘無），鞍馬寺，
高山寺・石水院（鐘楼不可），西明寺，神護寺，愛宕念仏寺，あだし野念仏寺，清凉寺（鐘楼立入不可），
正法寺（鐘無），勝持寺，願徳寺（鐘無），善峯寺，光明寺（鐘楼立入不可），乙訓寺．
（３）聞取り調査結果（住職・坊守もしくは寺務所の責任者に聞いた内容）
　（地域の防災と寺院の関係から，敢えて京都洛外の山里を20か寺調査した）
①　梵鐘は，戦時中の金属供出により殆どの寺院は戦後に再建されていた．
②　地域の防災と寺院の関係は，災害警告や避難所としての役割は無かった．
③ 　梵鐘の有る大寺院は，地域の檀家寺としての役割は無く，寧ろ歴史的に僧侶の教育機関として
の修行道場であるため，地域住民との繋がりは薄かった．
④　半鐘は御勤めの喚鐘以外どの寺院にも緊急時の連絡用としての物は無かった．
⑤　自動鐘撞き機を使用している寺院は無かった．（鐘撞き料は1回50～100円）
⑥　鐘撞きは，多くの寺院で葬式時（１回）と除夜の鐘（108回）のみであった．
　次に，平成28年９月５日に梵鐘や半鐘を製造している茨城県桜川市の工場に訪問し，サイズと値
段や製造方法と納入実績等の聞き取り及び梵鐘製造の見学を行った．
　そこで得た情報から，防災用半鐘を多数設置した茨城県北茨城市の市役所を翌日の９月６日に訪
問し，防災課の職員から過去の防災用半鐘システムと現在の防災用無線システムについての説明を
受けた．
桜川市半鐘・調査報告書
Ⅰ．調査対象梵鐘等製造会社
平成28年９月５日（月）９：00～10：00
小田部鋳造株式会社・御鋳物師三十七代・小田部庄右衛門
茨城県桜川市真壁町田45（真壁は筑波山の麓の古い城下町）
（創業800年・鎌倉時代）関東地方唯一の梵鐘・半鐘・天水鉢鋳造会社
その他，昔は銅鏡等も製造していた．（勅許として菊の紋章使用許可）
Ⅱ．半鐘に関する面談及び工場見学
①　半鐘とは直径１尺以下の物を言う．（１尺は30.3㎝）
②　材料は銅と錫の合金である．（防災用は高さ45㎝・重さ15㎏）
③　銅だけだと柔らか過ぎるので，少量の錫を混ぜることで硬くなる．
④　硬くなると音色が高くなる．鐘が小さいと音色が高くなる．
⑤　肉厚が薄いと音色が高くなるが，振動が少なくなる（余韻が少なくなる）．
⑥　鐘を叩くのは木槌で，金鎚では鐘が柔らかいので傷付く．
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⑦　防災用半鐘を北茨城市へ前市長（村田省吾氏）の方針で23個納入した．
　（市のマークを入れたので値段は通常の15～20万円より少し高くなった）
　（寺院の半鐘は少し大き目で30～40万円位，耳障りなので音色は低目）
　（海岸沿いの国道の電柱に一定間隔で叩き台を付けて半鐘を吊るした）
　（半鐘の音が届く範囲は，音色が高目なので平均的には１～２㎞位か）
⑧　東日本大震災発生時は，現市長（豊田稔氏）の方針で半鐘を利用せず，
　新たに採用した防災無線は災害時，停電のため機能しなかったそうだ．
⑨　梵鐘や半鐘の製造方法：内側の型は砂に粘土水を混ぜて焼き固める．
　（砂も粘土も地元産を使用し，砂は再利用できる）
⑩　外側の型は金属製（鉄）で，内側の型との隙間に銅合金を流し込む．
　（大型の梵鐘は流し込む際の事故防止のため独自に半地下にしている）
⑪　溶鉱炉は製造の都度，組み立てて銅合金を溶かす．（使用後掃除する）
⑫　製造の過程はジョイフル本田が撮影しユーチューブで視聴可能である．
　（小田部氏のホームページにも製造等の様子が紹介されている）
Ⅲ．撮影：工場入口，工場内部，半鐘の在る火の見櫓，酒蔵会社の半鐘等．
Ⅳ．資料：小田部鋳造株式会社パンフレット（梵鐘の意味・名称，サイズ等）
北茨城市半鐘・調査報告書
Ⅰ．調査対象梵鐘等製造会社
平成28年９月６日（火）９：50~10：20
出張先：茨城県北茨城市磯原町磯原1630（野口雨情の出身港町）
※北茨城市（総人口：約4.4万人，世帯数：約1.7万世帯）
面談者：北茨城市役所・総務課・防災安全係３名（昭和62年高台へ移転）
　総務課・課長補佐兼防災安全係長：早川　茂　氏
　総務課・防災安全係：鈴木拓弥氏・関山晃平氏
※事前に電話で依頼してあったので資料等も準備して頂いて居た．
Ⅱ．防災用半鐘及び無線街頭スピーカーに関する面談
①　防災用半鐘は，平成17年度に櫓と共に海沿いに24基を設置した．
　（総費用は櫓と半鐘を合わせて24基で約2,000万円）
②　半鐘は，５基が紛失または撤去したので現在19基が残っている．
　（残った半鐘は，撤去費用が掛かるので，そのまま残してある）
③　半鐘を鳴らす担当は市の職員と消防本部・消防団であった．（住民は避難優先）
　（震災時，一部の半鐘を鳴らした模様）消防本部は最近，高台へ移転．
　※津波は，平潟地区6.7ｍ，大津港地区4.3ｍ，磯原地区4.4ｍに達した．
④　平成23年度より新市長の指導の下，無線街頭スピーカーを導入した．
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　（既に75か所設置し費用総額約４億円）※防音効果の家は聞き難い．
　※今年度中に５か所設置予定で，今後も設置継続し最終的には90か所．
　※停電時は，バッテリーを使用．（バッテリー交換は５年位）
⑤　発信元は，市役所防災安全係（３名）と消防本部（約100名）が担当．
　※常時，市民へのお知らせ等で放送している．（大小の音量等で苦情も来る）
⑥　スピーカーから声が届くのは約500ｍ位だが，風向き等で変化する．
⑦　無線街頭スピーカーの弱点は，落雷で故障すること．
　（発信元で常時スピーカーの故障をチェックできるので即修理する）
⑧ 　東日本大震災発生時は，避難場所20か所（学校や公民館）に約5,000人が避難した．（避難指
定場所は40か所在るが，集中した方が効率良い）
３-３-２　自動鐘つき機が販売された背景
　現代では自動化・機械化が進み，鐘つきも自動化され始めた．自動鐘つき機が販売された背景に
は地域の過疎化，高齢化が進んだことによる後継者不足が原因となっている．鐘を撞くという寺院
の労働を軽減するために上田技研産業株式会社が販売をスタートした．
　実際に導入した群馬県太田市の照明寺の石塚龍雄住職は ｢以前ですと，お弟子さんがいて交代で
鐘をついてくれましたが，最近の寺院は住職だけでやっておりますので人手が足りません｣ と話し
ている．僧侶のなり手が減少し，石塚住職も４つの寺院の住職を掛け持ちしているのが現状である．
やはり担い手不足，住職の高齢化などが原因となり，全国的に自動鐘つき機を導入する寺院が増加
している．
　電機部品メーカーだった上田技研の上田全宏社長が，鐘つき機を開発したのは80年代．近所の寺
院が人手不足になったと聞いたのがきっかけだった．自動鐘つき機を販売している会社はこの一社
しかおらず，シェア100％である．価格は60万～100万円ぐらいで，電気が通っていない場所でも作
動するよう，太陽電池による充電式タイプもある．
　奈良県内で19か寺が採用しているほか，兵庫県内の61か寺，大阪府内の25か寺など，北海道から
沖縄まで2014年時点で約2,000か寺の寺院で自動鐘つき機の導入が進んでいる12）13）14）15）．
　自動鐘つき機の導入にはコストがかかるが，時間を共有している鐘は指定時間外の鐘つきは異常
として伝達することができる．これを利用することで地域住民に瞬時に避難情報，警報等を伝達で
きる．住職の担い手不足や高齢化により，自動鐘つき機を導入する寺院が増加している．
３-３-３　法傳寺の事例
　新潟市江南区割野の法傳寺では，日常的に半鐘を使っており，災害時にも使用された．
　法傳寺が半鐘を鳴らし始めたルーツは，明治時代に開いた寺子屋である．主に夜学校としての開
校であり，新潟市中央区の古町から，船で3,000人もの生徒が通った．彼らの授業開始の合図が半鐘
であった．少し下った所には火の見櫓が存在し，半鐘とともに使われた．また，災害のみならず，
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法要の５分前に定期的に鳴らされていることから，檀家・周辺住民としても馴染みの深い音である．
　法傳寺のある割野地区は，道が細く大きな国道403号線に出入りし辛い．そのため有事の際に避難
し辛く，また，消防の突入が難しい．今回は，大雨で割野地区の側を流れる小阿賀野川の氾濫が起
こったことを想定する．河川氾濫が起こった場合，地域の住民はいつ，どこに避難をしていいのか，
あるいは氾濫が起こっていることすらわからないことが予想される．
　災害に関する人命救助等は消防士あるいは消防団が来ないと不可能なため，法傳寺は，“洪水が襲
い掛かりうること”を地域住民に知らせる役割を担っていると考えられる．この点に関しては，消
防関係者が詰所から17分かけて来てから警告を発しても，既に地区は泥水の中と化していることが
予想される．しかし，地区で馴染みのある，毎日法事等で鐘を鳴らす習慣のある寺院が，平常時と
は思えない鐘の鳴らし方を始めたらどう思うだろうか．きっと住民の多くが，周辺地域で何らかの
異変が起こったことに気付く．そこに加え，鐘の鳴らし方で避難信号として発信できたならば，消
防署には発揮できない防災能力が寺院には存在していると考えられる．
　防災拠点とは，国土交通省の定義では避難地の収容機能のほか，物資備蓄機能，応急救護機能，
情報収集伝達機能等がある設備のことを指す．本研究では，寺院が“防災情報源”として，大きな
役割を担っており，官公署に次ぐ新たな防災情報源であると仮定する．
　その理由の一つとして，地域からの信頼性の高さがあげられる．2013年，法傳寺から200ｍ地点を
流れる小阿賀野川の水位上昇が起こった．その際，消防のサイレンではどのように行動を取ったら
良いのか分からず，住民は困惑したが，法傳寺が半鐘を連打したところ，住民は落ち着いて避難を
始めたとの法傳寺の住職の方からの証言がある．
　寺院には学校のような収容力や，災害対策設備が特別整っているわけではない．全国各地には，
広い御堂があり，災害時に人員の受け入れ態勢が整っている寺院もあるが，法傳寺においては確認
されなかった．
　法傳寺で着目されるべきは，半鐘が現在も使われているという点である．全国の寺院でも，半鐘
が現在も使われている所は極めて稀である．この他にも，阿賀野市の頼勝寺，秋葉区の蓮徳寺を訪
問したが，頼勝寺の住職の方からは，「半鐘は全国的に撤去が進んでいる」とお話を頂き，蓮徳寺の
住職の方からは，「自営消防団が存在した時代は，警鐘として半鐘が存在していたが，消防署が近く
にある今は必要がなく，防火水槽が残るのみ．」とお話を頂いた．この２つのケースが全国的に多い．
　寺院の鐘が防災に用いられている事例は決して多くない．なぜなら，毎日鳴る鐘の音を快く思わ
ない地域住民が増加したためである．特に市街地の寺院は，市民からの「鐘の音がうるさい」との
苦情から鐘を撞かなくなり，鐘を撤去してしまった所が多い．しかしながら，法傳寺では毎日半鐘
が使われており，周辺住民からの信頼もある．この違いは何か．筆者は，鐘を撞くことに利点と欠
点があり，さらに地域性によって鐘の重要度が分かれるのではないかと推測した．
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利点
◦　維持管理が容易
◦　近く（500m以内）に情報が早く到達する
◦　地域住民が親しみやすい
◦　仏教信仰者が多い日本では，多くの市民が音に馴染みがある
◦　発する情報が単純明快
欠点
◦　（梵鐘では）最低でも５㎡程度の用地の確保が必要
◦　遠くには情報が届きにくい
◦　騒音問題のリスクがある
◦　宗教的な側面を含むため，公には認められにくい
◦　発する情報が単純なため，複雑な情報の発信には向かない
　前節での利点と欠点が挙げられることから，寺院の鐘を用いた防災は，法傳寺が存在する割野集落や，
少ない人口が集っている過疎集落等に有効であると考えられる．人家が寺院を中心として小さい半
径に密集し，半鐘の音が響きやすく，過疎集落で特に多く在住している高齢者に対して，発信する
情報が単純で，有事に行動が取りやすい特徴がある．
　反対に，都市部ではこの防災は有効ではないと考えられる．鐘以外の音が常に聞こえている状況
であるため，鐘の音が住民に届きにくかったり，地区や世帯ごとに防災拠点とする場所が異なった
り等の大きな問題があり，半鐘が防災情報源として活用される見込みは低いと推測される．また，
梵鐘を設置する場合には，土地代等多額の費用が必要となる．
　寺院は，直接的に災害発生時に機能を発揮する“災害情報拠点”ではなく，あくまでも“防災情報拠点”
として機能を発揮されるべき施設である．
　法傳寺周辺を地域（A）の例とした場合，以下がその根拠として挙げられる．
定期的な鐘つきがある地域（A）と，ない地域（B）においての半鐘の連打による効果
　鐘の撞き方に２通りのものがあるとする．
▷　Ｘの鳴らし方は，毎日法要の５分前に，決まったテンポでの鐘つきである．
▷　Ｙの鳴らし方は，緊急時のみ，激しく連打する鐘つきである．
　定期的にＸの鳴らし方の鐘つきがある地域（Ａ）では，２通りの鐘つきの種類がある．
◇　日常的にＸの鐘つきが行われている．
◇ 　このため，Ａの住民がある日急にＹの鐘つきを聴いた時，Ｘの鐘つきではないと識別し，Ｙの
鐘の音によって緊急事態を認識することが予想される．
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　定期的に鐘つきがない地域（Ｂ）では，効果が小さいことが予想される．
◦　日常的にＸ，Ｙいずれの鐘つきも行われていない．
◦ 　このため，Ｂの住民がある日急にＹの鳴らし方を聴いたとしても，日常との比較ができないため，
緊急事態を認識できないと予想される．
　すなわち，半鐘の激しい連打が直接的に災害から身を守ることにはつながらないが，割野集落で
は日常での鐘つきとの違いによって緊急事態の認識を可能にしている７）．
４．考察
　３⊖１から， 法傳寺のように半鐘が鳴るという意味を即座に理解することができ，尚且つ災害が起
きている中落ち着いて避難できるという住民は，現代ではごくわずかだと考えられる．新潟市江南
区にある法傳寺の地域では高齢化が現在進行形で進んでいる．その多くは実際に半鐘が使われてい
た時代を生きている人もいることから，半鐘の音による危機察知が可能となっているが，住職の方
からお話を頂いた「消防署が近くにある今では半鐘は必要なく」とあるように時代の流れによって
撤去される可能性が高くなっている．現在国が警報を発令し都道府県知事等に通達する情報伝達手
段であるJ-ALERTシステムでは，実装されているが警報が鳴る事態になることは低く，その音に国
民が慣れていないため，聞きなれない音にパニックになる可能性がある．情報伝達手段としては半
鐘よりも早さはあるが，伝達をこのシステムに切り替えたからと言ってパニックになりにくくなる
とは考えにくい．年配の人の情報リテラシー教育が浸透していないことも視野に入れ，情報伝達機
器の普及や，警報になれるような防災訓練などを定期的に行うことで，即座に危険だと察知させる
練習に力を注ぐべきだと考える．
　３⊖２から，新潟県での寺院の数の減少は寺院の後継ぎ不足が原因だと考えられる．全国的に後継
ぎ不足は問題となっているが，全国で見てみるとほぼ横ばいである．これは全国には多くの寺院が
あり新潟県だけでは減っているようだが，他県では増えているところもあるといえる．しかし消防
組織の数を見ると，消防団員の数は年々減少している．これは少子高齢化により，働き手不足が原
因だと考えられる．
　３⊖３⊖１から，寺院の半鐘は少し大きめで30～40万円かかり，耳障りは低めと記してあり，これ
から寺院の全てが半鐘を導入しているとは限らないため，全ての寺院に半鐘を設置し，運用するの
はかなりの時間を要すると考えられる．寺院の後継ぎ不足も示唆されているため，導入できたとし
ても鐘を定期的，または緊急時に鳴らすことができる人材がいないことも原因の一つだと考えられる．
　３⊖３⊖２から，住職の担い手不足，住職の高齢化が原因で自動鐘つき機を導入する寺院が増加し
ている．自動鐘つき機を導入することにより，周辺地域への情報伝達は近くに寺院がない地域に比
べ早く避難することが可能だと考える．自動鐘つき機は現在時刻，異常を伝達することが可能であ
ると考えられ，これは聞いた人が即座に異常だと判断できる有益な材料だと考えられる．担い手不
足が現状である現代では，最も効率的な方法だと考えられる．
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　３⊖３⊖３から，半鐘が今でも使われている寺院として法傳寺があるが，事例があることで他の寺
院でも半鐘によって被害を最小限に抑えることが可能だと考えられる．実際に近くの川である小阿
賀野川が氾濫した際に半鐘が活用された事例がある．この地域では定期的に半鐘を鳴らしており，
これによりいつもと違う鐘の音によって異常を察知するように訓練されているといえる．このこと
から他の地域でも定期的に半鐘を鳴らすこと・更には寺院を使った定期的な防災訓練を実施するこ
とによって，寺院の認知度を上げるとともに震災があった際に活用してもらえるような環境を作り
上げることができると考えられる．
５．結言
　東日本大震災から明らかとなった諸問題への取り組みとして，今後寺院を防災の拠点とした情報
伝達手段としての活用方法を目的として研究し，ソーシャルメディアの普及率，防災拠点としての
寺院の活用方法の具体的な問題点について実態調査，統計調査，文献調査により報告・考察し，以
下の結論を得た．
◦　 半鐘は，市の職員と消防本部・消防団が鳴らしているため，緊急時に鳴らすには，自動化，或
いは住職を配備しなければならない
◦　 J-ALERTは受信範囲が決められており，自動音声のため，緊急時の情報伝達には素早い判断が
求められるため，その場の状況によって大きく左右する
◦　 消防団の減少は少子高齢化によって，働き手が不足している現状がある．寺院は減少してはい
ないが後継ぎ不足が大きな課題となっている
◦　 寺院は，実際に防災拠点として活用している例があり，狭い範囲での情報伝達の手段として活
用できる実例があるため，全国の寺院に導入することは不可能ではないといえる
◦　 防災行政無線システムは膨大な費用がかかり導入は現実的ではない．自動鐘つき器を応用する
ことにより，防災行政無線に代替する使用へと繋げられるものと考えられる
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